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浪
江　

福
治

２
０
２
５
年
９
月
２
日
の
朝
日
新
聞
は
、

「
財
務
省
が
公
表
し
た
２
２
４
年
度
の
法
人

企
業
統
計
調
査
で
全
産
業
の
売
上
高
が
前
年

よ
り
３
・
６
％
増
え
て
１
６
９
２
兆
４
０
１

８
億
円
に
な
り
、
前
年
度
に
続
き
過
去
最
高

を
更
新
し
た
。
経
常
利
益
も
７
・
５
％
増
え

過
去
最
高
。
人
件
費
も
３
・
５
％
伸
び
た

が
、
付
加
価
値
に
占
め
る
割
合
（
労
働
分
配

率
）
は
前
年
度
を
下
回
り
、
１
９
７
３
年
度

以
来
の
低
水
準
が
続
い
て
い
る
」「
人
件
費
の

合
計
は
２
２
９
兆
３
５
１
６
億
円
。
付
加
価

値
（
営
業
利
益
ベ
ー
ス
）
に
占
め
る
割
合
は

64
・
％
で
、
前
年
度
（
65
・
１
％
）
を
下
回

っ
た
」「
株
主
へ
の
配
当
は
40
兆
７
４
７
億
円

で
前
年
度
よ
り
12
・
２
％
増
え
過
去
最
高
を

更
新
」「
企
業
が
人
件
費
を
抑
え
て
配
当
を
増

や
し
て
い
る
構
図
が
浮
か
ぶ
」
と
報
じ
て
い

ま
す
。

働
く
人
々
の
労
働
が
な
け
れ
ば
一
切
の
価

値
（
富
）
は
生
ま
れ
ま
せ
ん
。
原
材
料
と
機

械
・
設
備
に
労
働
を
加
え
て
価
値
・
利
益
は

生
ま
れ
ま
す
。

国
民
全
員
の
労
働
に
よ
っ
て
つ
く
り
あ
げ

た
価
値
は
、
企
業
の
設
備
投
資
、
企
業
の
内

部
留
保
（
た
め
込
み
は
２
０
２
３
年
度
末
で

６
０
０
兆
円
を
超
え
て
い
る
）、
株
へ
の
配

当
、
働
く
人
々
の
賃
金
等
に
分
配
さ
れ
ま
す
。

国
民
全
員
の
労
働
に
よ
っ
て
生
み
出
し
た

価
値
は
賃
上
げ
と
税
制
・
社
会
福
祉
で
国
民

の
生
活
向
上
と
未
来
の
生
活
に
使
う
べ
き
で

す
。春

闘
で
大
幅
賃
上
げ
や
最
低
賃
金
の
引
上

げ
を
勝
ち
取
る
こ
と
と
合
わ
せ
、
税
制
改
革

や
国
民
へ
の
社
会
保
障
・
福
祉
の
充
実
に
配

分
を
多
く
す
る
よ
う
制
度
の
変
革
を
求
め
る

取
り
組
み
も
重
要
で
す
。

税
制
は
、
富
裕
層
や
法
人
税
へ
の
累
進
課

税
、
所
得
税
の
最
高
税
率
引
き
上
げ
、
不
労

所
得
と
い
わ
れ
る
金
融
所
得
課
税
強
化
が
必

要
で
す
。
そ
の
基
本
で
あ
る
負
担
能
力
に
応

じ
た
負
担
（
応
能
負
担
）
に
も
と
づ
い
て
変

革
す
べ
き
で
す
。
格
差
が
拡
大
し
つ
づ
け
る

現
状
を
変
え
る
た
め
に
も
必
要
で
す
。

�

（
労
大
埼
玉
運
営
委
員
会
副
委
員
長
）

3 2




